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特別寄稿
は
じ
め
に

税
理
士
の
業
務
は
、
税
理
士

法
第
２
条
に
お
い
て
、
税
務
代

理
、
税
務
書
類
の
作
成
、
税
務

相
談
と
定
め
ら
れ
、
同
条
第
２

項
に
お
い
て
は
、
前
項
の
税
理

士
業
務
に
付
随
し
て
財
務
書
類

の
作
成
、
会
計
帳
簿
の
記
帳
の

代
行
そ
の
他
財
務
に
関
す
る
事

務
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
さ

れ
て
い
る
。

な
お
、
平
成
１３
年
５
月
２５
日

に
「
税
理
士
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
」
が
成
立
し
、
税
理

士
法
第
２
条
の
２
に
、「
税
理
士

は
、
租
税
に
関
す
る
事
項
に
つ

い
て
、
裁
判
所
に
お
い
て
、
補

佐
人
と
し
て
、
弁
護
士
で
あ
る

訴
訟
代
理
人
と
と
も
に
出
頭

し
、
陳
述
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
」
と
規
定
さ
れ
、
平
成
１４

年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ

れ

た
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
「
租

税
に
関
す
る
訴
訟
の
補
佐
人
制

度
」
大
学
院
特
設
講
座
の
受
講

生
に
応
募
す
る
に
当
た
り
、
そ

の
意
義
を
述
べ
て
み
た
い
。

１
、
広
義
の
税
理
士
業
務

税
理
士
の
業
務
は
大
き
く
三

つ
に
分
類
で
き
る
。
第
一
は
、

前
述
し
た
税
務
代
理
、
税
務
書

類
の
作
成
、
税
務
相
談
の
本
来

業
務
で
あ
る
。
そ
し
て
、
税
理

士
業
務
に
付
随
す
る
業
務
は
、

第
二
分
類
に
該
当
す
る
。
さ
ら

に
、
最
近
は
税
理
士
業
務
に
関

連
す
る
税
理
士
事
務
所
全
体
と

し
て
の
業
務
と
し
て
、
関
与
先

の
売
上
増
進
や
経
費
節
減
、
事

業
計
画
の
策
定
、
経
理
シ
ス
テ

ム
の
構
築
・
改
善
、
総
務
シ
ス

テ
ム
の
構
築
・
改
善
、
設
備
投

資
や
資
金
繰
り
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
、
借
入
金
の
組
み
換
え

相
談
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
作
成

・
改
善
ア
ド
バ
イ
ス
、
各
種
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
、
司
法
書
士

や
弁
護
士
等
士
業
の
紹
介
と
非

常
に
広
範
囲
に
及
ぶ
第
三
の
業

務
が
重
要
性
を
増
し
て
い
る
。

特

に
２
０
０
０
年

頃

か

ら

は
、
関
連
業
務
の
中
で
も
関
与

先
に
様
々
な
情
報
を
提
供
す
る

た
め
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る

情
報
収
集
と
そ
の
整
理
、
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
の
利
用
に
関
す
る
関

与
先
の
指
導
な
ど
に
必
要
と
す

る
時
間
も
多
く
な
っ
て
き
て
い

る
。
現
在
の
日
本
に
お
い
て

は
、
一
部
の
企
業
を
除
き
経
済

的
な
進
展
が
望
め
ず
、
多
く
の

業
界
が
疲
弊
し
、
税
理
士
業
界

も
厳
し
い
環
境
に
置
か
れ
て
い

る
。
こ
の
よ
う
な
環
境
に
お
い

て
は
、
ど
う
し
て
も
第
三
の
業

務
に
力
を
注
ぐ
こ
と
が
多
く
な

る
。
し
か
し
、
Ｉ
Ｔ
を
駆
使
し

て
第
三
の
税
理
士
業
務
を
行
う

こ
と
は
、
今
日
に
お
け
る
税
理

士
業
務
の
大
切
な
条
件
で
は
あ

る
が
絶
対
条
件
で
は
な
い
。

や
は
り
、
税
理
士
が
税
理
士

た
る
所
以
は
、
第
一
分
類
の
税

理
士
の
本
来
業
務
に
あ
る
か

ら
、
納
税
者
の
利
益
保
護
の
た

め
に
も
、
訴
訟
の
視
点
を
持
っ

た
税
務
に
対
す
る
十
分
な
知
的

な
担
保
が
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
税
務
調
査
や
不
服
申
立
て

に
も
耐
え
ら
れ
る
挙
証
資
料
の

整
理
・
整
頓
は
、
法
律
的
な
行

為
と
し
て
税
理
士
は
学
ば
な
け

れ
ば
な
ら
ず
、
第
三
の
業
務
に

お
い
て
行
わ
れ
る
任
意
の
資
料

の
収
集
や
整
理
と
は
異
な
る
も

の
で
あ
る
。

２
、
税
務
代
理
に
よ
る
不
服
申
立
て

税
理
士
が
税
務
代
理
と
し
て

不
服
申
立
て
に
つ
き
代
理
を
行

う
場
合
、
異
議
申
立
て
及
び
審

査
請
求
が
あ
る
。
不
服
申
立
て

手
続
等
に
つ
い
て
は
、
一
般
に

行
政
不
服
審
査
法
に
よ
る
が
、

更
正
・
決
定
等
の
国
税
に
関
す

る
法
律
に
基
づ
く
処
分
に
つ
い

て
の
手
続
き
は
国
税
通
則
法
に

規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
現

在
の
税
理
士
制
度
に
お
い
て

は
、
税
理
士
試
験
に
合
格
し
た

者
以
外
に
も
税
理
士
の
資
格
を

得
る
方
法
は
あ
る
が
、
税
理
士

試
験
で
は
、
所
得
税
法
又
は
法

人
税
法
の
い
ず
れ
か
１
科
目
の

選
択
は
強
制
さ
れ
て
い
る
が
、

国
税
通
則
法
は
そ
れ
ら
の
科
目

に
関
連
す
る
事
項
を
含
む
と
記

載
さ
れ
て
い
る
の
み
で
、
単
独

の
試
験
科
目
と
は
な
っ
て
い
な

い
。
行
政
不
服
審
査
法
も
そ
の

他
の
法
律
に
定
め
る
当
該
科
目

に
関
連
す
る
事
項
を
含
む
と
規

定
さ
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。

税
理
士
業
務
の
中
で
は
税
務

調
査
の
対
応
は
重
要
な
事
項
で

は
あ
る
が
、
更
正
・
決
定
に
対

す
る
対
処
も
、
異
議
申
立
て
や

審
査
請
求
に
対
す
る
手
続
き
も

税
理
士
試
験
の
範
囲
と
し
て
は

順
序
立
て
て
網
羅
的
に
学
ぶ
こ

と
は
要
求
さ
れ
て
い
な
い
。
税

務
争
訟
全
般
に
つ
い
て
も
、
通

常
の
ル
ー
チ
ン
ワ
ー
ク
の
中
で

は
、
自
ら
の
努
力
な
く
し
て
は

学
ぶ
機
会
が
な
い
。
東
京
税
理

士
会
等
が
各
大
学
院
と
提
携
し

て
開
設
す
る
「
租
税
に
関
す
る

訴
訟
の
補
佐
人
制
度
」
の
大
学

院
特
設
講
座
制
度
は
、
税
理
士

業
務
の
中
で
も
中
心
的
な
税
務

代
理
及
び
税
務
訴
訟
実
務
に
つ

い
て
ト
ー
タ
ル
的
に
学
ぶ
機
会

を
得
る
絶
好
の
チ
ャ
ン
ス
と
思

っ
て
い
る
。

３
、
準
司
法
手
続
き
と
税
理
士

税
理
士
は
日
々
の
業
務
の
中

で
、
法
令
に
明
確
な
規
定
が
な

い
新
た
な
経
済
取
引
に
つ
い
て

も
租
税
法
律
主
義
の
下
、
適
切

な
判
断
を
下
さ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
確
定
申
告
に
お
い
て

は
、
税
務
調
査
に
も
耐
え
ら
れ

る
よ
う
資
料
を
準
備
し
、
記
録

を
網
羅
す
る
。
し
か
し
な
が

ら
、
そ
の
後
に
お
い
て
、
修
正

申
告
や
更
正
・
決
定
と
い
う
こ

と
も
あ
る
。

不
服
申
立
て
の
前
段
に
は
、

税
務
調
査
が
あ
る
こ
と
が
通
常

で
あ
り
、
異
議
申
立
て
に
つ
い

て
は
、
関
与
先
と
税
理
士
の
共

同
作
業
と
な
ら
ざ
る
を
得
ず
、

税
理
士
個
人
の
争
訟
知
識
に
従

っ
て
進
め
ら
れ
る
こ
と
が
多

い
。
不
服
申
立
制
度
の
概
要
図

に
あ
る
よ
う
に
、
税
務
署
長
が

し
た
処
分
に
不
服
が
あ
る
場
合

は
、
２
か
月
以
内
に
異
議
申
立

て
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

異
議
決
定
に
不
服
が
あ
る
場
合

は
、
わ
ず
か
１
か
月
で
国
税
不

服
審
判
所
に
審
査
請
求
を
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

国
税
不
服
審
判
所
は
準
司
法

手
続
き
に
よ
る
設
立
を
期
待
さ

れ
た
と
さ
れ
る
が
、
憲
法
第
８２

条
に
規
定
す
る
司
法
手
続
き
と

し
て
の
対
審
、
判
決
、
公
開
法

廷
と
は
同
一
で
は
な
い
。
原
則

的
な
対
審
構
造
で
あ
れ
ば
、
納

税
者
及
び
そ
の
代
理
人
は
原
則

と
し
て
、
対
立
す
る
課
税
庁
と

法
廷
に
出
頭
し
、
口
頭
弁
論
期

日
に
裁
判
官
の
面
前
で
そ
れ
ぞ

れ
の
主
張
を
述
べ
る
こ
と
に
よ

り
進
行
す
る
。
手
続
の
公
正
確

保
の
た
め
に
は
公
開
が
要
求
さ

れ
、
裁
判
官
は
挙
証
さ
れ
た
資

料
に
基
づ
き
判
断
し
た
判
決
を

合
理
的
な
理
由
を
付
し
て
述
べ

る
こ
と
に
な
る
。
国
税
不
服
審

判
所
は
、
司
法
手
続
き
に
準
ず

る
と
は
い
え
、
公
開
で
は
な

い
。
ま
た
、
判
決
で
は
な
い
が

裁
決
と
い
う
形
で
審
判
官
が
判

断
を
示
す
こ
と
は
司
法
手
続
き

に
準
じ
て
い
る
。
口
頭
意
見
陳

述
の
機
会
は
設
け
ら
れ
て
い
る

が
課
税
庁
と
同
一
の
場
所
で
自

己
の
主
張
を
述
べ
、
相
手
方
の

主
張
や
立
証
を
糾
弾
す
る
こ
と

は
な
く
、
ほ
と
ん
ど
が
書
面
に

よ
り
行
わ
れ
る
。

準
司
法
手
続
き
と
し
て
の
国

税
不
服
審
判
所
へ
の
審
査
請
求

に
つ
い
て
も
、「
租
税
に
関
す
る

訴
訟
の
補
佐
人
制
度
」
大
学
院

特
設
講
座
で
予
定
さ
れ
て
い

る
、
�
国
税
通
則
法
・
国
税
徴

収
法
等
の
租
税
基
礎
学
、
�
行

政
法
・
行
政
不
服
審
査
法
・
行

政
事
件
訴
訟
法
等
の
租
税
争
訟

手
続
法
、
�
民
事
訴
訟
法
・
訴

状
準
備
書
面
の
作
成
・
口
頭
弁

論
、
補
佐
人
陳
述
実
習
等
の
税

務
訴
訟
実
務
を
学
ん
で
い
る
な

ら
ば
、
審
査
請
求
書
の
書
き
方

一
つ
に
し
て
も
、
統
一
的
な
研

修
を
受
け
る
前
と
比
較
し
、
充

実
し
た
も
の
と
な
る
で
あ
ろ

う
。

４
、
税
理
士
が
税
務
争
訟
を
学
ぶ
方
法

税
理
士
が
、
税
務
争
訟
を
学

ぶ
方
法
に
は
、
判
決
や
裁
決
の

研
究
が
あ
る
。
特
に
、
判
決
の

中
か
ら
特
定
の
事
実
関
係
を
前

提
と
し
て
、
将
来
の
裁
判
所
の

行
動
を
予
測
す
る
た
め
、
後
世

の
同
種
の
事
件
に
お
い
て
も
先

例
と
し
て
尊
重
さ
れ
る
べ
き
法

解
釈
即
ち
判
例
（
東
京
税
理
士

界
第
５
７
６
号
５
頁
慶
應
義
塾

大
学
吉
村
典
久
教
授
の
論
壇
よ

り
引
用
）
か
ら
、
そ
の
判
決
の

事
実
関
係
や
論
理
構
造
を
学
ぶ

こ
と
に
よ
っ
て
も
税
務
争
訟
を

学
ぶ
こ
と
は
で
き
る
。
判
例
と

な
る
判
決
や
一
般
的
な
判
決
の

他
、
非
公
開
裁
決
を
多
数
収
録

し
、
税
理
士
等
が
低
廉
な
金
額

で
利
用
で
き
る
税
法
デ
ー
タ
ベ

ー
ス
と
し
て
は
、
日
本
税
理
士

会
連
合
会
の
指
導
・
監
督
の
下

に
構
築
さ
れ
て
い
る
税
理
士
情

報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
が

あ
る
。
こ
の
中
に
収
録
さ
れ
た

判
決
や
裁
決
は
適
切
な
漢
字
キ

ー
ワ
ー
ド
が
付
与
さ
れ
、
項
目

ご
と
に
抽
出
し
て
そ
の
内
容
を

比
較
検
討
す
る
こ
と
も
で
き
る

し
、
判
決
年
月
日
や
裁
決
年
月

日
か
ら
税
務
雑
誌
１０
誌
の
目
次

を
検
索
し
、
そ
の
記
載
事
項
の

タ
イ
ト
ル
や
著
者
を
知
る
こ
と

も
で
き
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
判
決
や
裁

決
の
研
究
に
よ
り
、
そ
れ
ら
の

判
断
の
基
と
な
る
事
実
関
係
や

論
理
構
造
を
学
べ
る
と
し
て

も
、
税
務
訴
訟
に
お
け
る
手
続

き
に
対
す
る
専
門
的
な
知
識
を

順
序
立
て
て
学
ぶ
こ
と
が
で
き

る
の
は
、「
租
税
に
関
す
る
訴
訟

の
補
佐
人
制
度
」
の
大
学
院
特

設
講
座
で
は
な
い
か
と
思
う
。

国
税
不
服
審
判
所
の
審
判
官

は
租
税
に
つ
い
て
十
分
理
解
し

て
い
る
人
が
多
い
が
、
裁
判
官

や
弁
護
士
の
す
べ
て
が
租
税
に

つ
い
て
十
分
な
理
解
を
得
て
い

る
と
は
限
ら
な
い
。
税
理
士
が

税
務
争
訟
に
つ
い
て
十
分
な
力

を
発
揮
で
き
る
の
は
、
国
税
不

服
審
判
所
ま
で
で
あ
っ
た
が
、

税
理
士
補
佐
人
制
度
に
よ
り
税

務
訴
訟
に
お
い
て
も
力
を
発
揮

で
き
る
道
が
開
か
れ
た
の
で
あ

り
、「
租
税
に
関
す
る
訴
訟
の
補

佐
人
制
度
」
の
前
提
で
あ
る
大

学
院
特
設
講
座
は
、
全
税
理
士

の
必
修
で
は
な
い
か
と
思
う
。

お
わ
り
に

「
租
税
に
関
す
る
訴
訟
の
補

佐
人
制
度
」
は
、
税
理
士
が
税

務
訴
訟
に
お
い
て
弁
護
士
と
と

も
に
共
同
代
理
人
と
な
る
税
務

訴
訟
代
理
権
で
は
な
い
も
の

の
、
税
理
士
業
界
が
獲
得
し
た

貴
重
な
制
度
で
あ
る
か
ら
、
ま

ず
は
受
講
申
込
み
を
し
、
東
京

税
理
士
会
の
推
薦
が
得
ら
れ
受

講
が
認
め
ら
れ
た
な
ら
ば
、
一

所
懸
命
勉
強
す
る
所
存
で
あ
る
。

大
学
院
特
設
講
座
に
応
募
す
る
に
当
た
っ
て

谷 信洋
【新宿】

―
租
税
に
関
す
る
訴
訟
の
補
佐
人
制
度
―

２０１０年〔平成２２年〕１１月１日〔月曜日〕 東 京 税 理 士 界 〔第三種郵便物認可〕 Volume No.646【４】


